
建設部
技術企画課

平成26年8月の広島豪雨、平成30年7月の西日本豪雨等に見られるように、線状
降水帯を伴った豪雨が多く発生しており、流域における被災リスクが高まってい
る。一方、市街地では宅地化の進行により街の保水力が低下し、度重なる浸水被
害が発生していることから、豪雨災害を想定した土地利用の再編が課題となって
いる。
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(1)田んぼダム実証実験
(2)流域土地利用計画シナリオの作成のための東広島市各担当課へのヒアリングの実施

(1)流域土地利用計画シナリオによる水害軽減効果の評価
(2)田んぼダムの効果を考慮した流域土地利用計画の作成・提案

３研究成果

４今後の展望・現状

１課題

Ｒ６共同研究型

×

２概要 災害を想定した土地利用を
・「まもる」（土木的ハード整備により災害から守る区域）
・「さける」（居住を制限する区域）
・「つきあう」（建築物の建て方でリスクを軽減する区域）
の３点の視点から、学術的知見や化学的根拠に基づき検証する。

次の研究段階へ前進

手法等の構築

大学

市担当課

豪雨災害を想定した流域土地利用計画を描く
～「まもる」「さける」「つきあう」の適正配置に向けて～

▲プロジェクト概要 ▲「つきあう」方策のひとつ田んぼダムの水害抑制効果検証

➡令和７年度共同事業型


